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	（６）　所管施設の緊急点検
	（７）　予防的な通行規制による集中的な除雪
	（８）　オペレーターの確保及び除雪技術向上の取り組み

	４　建設事業者の健全な存続
	５　除雪計画等の策定
	（１）　基本的な方針の策定
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	第２節　迅速かつ円滑な災害応急対策への備え
	第１　避難誘導体制の整備
	１　警報等伝達体制の整備
	（１）　町は、警報等を緊急避難場所への避難や広域避難をする住民等に迅速かつ確実に伝達できるよう、伝達ルートを明確にしておく。
	（２）　町は、警報、避難指示等及び広域避難開始情報の内容を緊急避難場所への避難や広域避難をする住民に対し、防災ラジオ、いたくらお知らせメール、板倉町ホームページ、広報車等により迅速かつ確実に伝達する。
	（３）　町及びライフライン事業者は、Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報等の多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努めるものとする。

	２　避難誘導計画の作成
	（１）　町は、避難路、緊急避難場所等をあらかじめ指定し、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。
	（２）　町は、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、緊急避難場所を近隣市町村に設けるものとする。
	（３）　町は、消防機関、館林警察署等と協議して避難指示等の発令区域・タイミング、緊急避難場所、避難経路等の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成する。その際、複数河川の氾濫等、複合的な災害が発生することを考慮するよう努めるものとする。また、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等により、その内容の住民等に対する周知徹底を図るための措置を講じるものとする。
	（４）　避難指示等が発令された場合の避難行動としては、緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難（分散避難）を基本とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、「緊急安全確保」を行うべきことについて、町は、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。
	（５）　（３）の計画に定めるべき事項は、次のとおりとする。
	ア　避難指示等の発令を行う基準
	イ　避難指示等の伝達方法
	ウ　緊急避難場所・避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口
	エ　避難経路及び誘導方法

	（６）　町は、緊急避難場所や避難所に避難した者については、ホームレスや旅行者、短期滞在者等を含め、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努めるものとする。
	（７）　町は、避難指示等について、県、河川管理者、水防管理者、前橋地方気象台等の協力を得つつ、豪雨、洪水等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準（具体的な考え方）及び伝達方法を明確にした「避難情報の判断・伝達マニュアル」を作成するものとする。
	（８）　町は、気象警報、避難指示等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておくものとする。
	（９）　町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等及び水位周知下水道については、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指示等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、水位情報や洪水警報の危険度分布等により具体的な避難指示等の発令基準を策定することとする。また、安全な場所にいる人まで緊急避難場所等へ避難した場合、混雑や交通渋滞が発生するおそれ等...
	（10）　町は、避難指示の発令の際には、避難場所を開放していることが望ましいが、避難のためのリードタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく避難指示を発令するものとする。また、そのような事態が生じ得ることを住民にも周知するものとする。
	（11）　町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努めるものとする。
	（12）　劇場等の興行場、駅、その他の不特定かつ多数の者が利用する施設の管理者は、避難誘導に係る計画の作成及び訓練の実施に努めるものとする。
	（13）　町は、不特定かつ多数の利用者がいる施設等においては、施設管理者と連携して、避難誘導等安全体制の確保に配慮するものとする。

	３　避難誘導訓練の実施
	４　緊急避難場所、避難所及び避難路の周知
	（１）　避難指示等を行う基準
	（２）　避難指示等の伝達方法
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	（４）　避難経路
	（５）　避難時の心得

	５　案内標識の設置
	（１）　町は、避難が迅速かつ安全に行われるよう、緊急避難場所及び避難所の案内標識の設置に努める。
	（２）　町は、案内標識の作成に当たっては、観光客等地元の地理に不案内な者でも理解できるように配慮するものとする。
	（３）　町は、緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合には、日本産業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものとする。
	（４）　町は、災害種別記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努めるものとする。

	６　要配慮者への配慮
	（１）　町は、避難行動要支援者（要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する者。以下同じ。）が迅速・的確な行動が取れるよう地域の避難行動要支援者の実態に合わせ、家族や地域の協力のもとに避難行動要支援者ごとに担当者を配置するなど、きめ細やかな緊急連絡体制の確立を図る。
	（２）　町は、外国人旅行者等避難誘導の際に配慮を要する来訪者への情報伝達体制等の整備に努めるものとする。
	（３）　町は、学校等が保護者との間で、災害時における児童生徒等の保護者への引渡しに関するルールを、あらかじめ定めるよう促すものとする。
	（４）　町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と町間、施設間の連絡・連携体制の構築に努めるものとする。

	７　新型コロナウイルス感染症を含む感染症への対応

	第２　災害危険区域の災害予防
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	２　住民等に対する危険性の周知
	３　町に対する情報の提供
	４　浸水被害拡大防止用資機材の備え
	５　浸水想定区域における警戒避難体制の整備
	（１）　町は、水防法（昭和24年法律第193号）に基づき、洪水浸水想定区域の指定があったときは、本計画において、洪水浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達方法、避難場所及び避難経路に関する事項、洪水、雨水出水に係る避難訓練に関する事項、その他洪水時、雨水出水時（以下「洪水時等」という。）の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定めるとする。
	（２）　町は、県、河川管理者、水防管理者、前橋地方気象台等の協力を得つつ、豪雨、洪水等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準（具体的な考え方）及び伝達方法を明確にした「避難情報の判断・伝達マニュアル」を作成するものとする。

	６　ハザードマップの作成
	７　要配慮者への配慮
	８　防災まちづくりの推進
	（１）　町は、防災・まちづくり・建築等を担当する各部局の連携の下、本計画や立地適正化計画等を踏まえ、災害の危険性等地域の実情に応じて、優先度の高い避難行動要支援者から個別避難計画を作成するとともに、住宅に関する補助や融資等における優遇措置等の対象となる立地を限定し、住宅を安全な立地に誘導するなど、まちづくりにおける安全性の確保を促進するよう努めるものとする。
	（２）　町は、豪雨、洪水等による危険の著しい区域については、災害を未然に防止するため、建築基準法に基づく災害危険区域の指定について検討を行い、必要な措置を講ずるものとする。なお、建築基準法に基づく災害危険区域の指定を行う場合は、既成市街地の形成状況や洪水浸水想定区域等の状況を踏まえ、移転の促進や住宅の建築禁止のみならず、町が定める水位より高い地盤面や居室の床面の高さ、避難上有効な高さを有する屋上の設置など、様々な建築の制限を幅広く検討するものとする。
	（３）　町は、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進に当たっては、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同計画にハード・ソフト両面からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を位置付けるものとする。
	（４）　町は、溢水（いっすい）、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域について、豪雨、洪水等に対するリスクの評価を踏まえ、原則として都市的土地利用を誘導しないものとし、必要に応じて、移転等も促進するなど、風水害に強い土地利用の推進に努めるものとする。
	（５）　町は、災害防止に配慮した土地利用を誘導するため、各種法規制の徹底及び開発事業者等に対する啓発を行うものとする。

	９　内水氾濫による水害
	10　急傾斜地崩壊危険区域

	第３　災害未然防止活動体制の整備
	１　公共施設における活動体制の整備
	２　水防活動体制の整備
	３　堰等の適切な操作体制の整備
	４　大雪に対する道路管理体制の整備
	５　鉄道の安全運行体制の整備
	６　気象情報の効果的利活用体制の整備

	第４　情報の収集・連絡体制の整備
	１　情報伝達の多ルート化及び情報収集・連絡体制の明確化
	２　情報収集・連絡に係る初動体制の整備
	（１）　町は、夜間・休日を含め、常時、情報の収集・伝達機能が確保できるよう、必要な要員の配置、宿日直体制等を整備するものとする。
	（２）　町は、防災行政無線、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）その他の災害情報等を瞬時に受信・伝達するシステムを維持・整備するよう努めるものとする。
	（３）　町は、Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報等の多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努めるものとする。

	３　多様な情報の収集体制の整備
	（１）　町は、多様な災害関連情報を迅速に収集できるよう、電話やＦＡＸによる情報収集手段のほかに防災行政無線、ヘリコプターテレビシステム、インターネット等による情報収集体制を整備するものとする。
	（２）　町は、情報の共有化を図るため、防災関係機関が横断的に共有すべき防災情報を、共通のシステム（総合防災情報システム及びＳＩＰ４Ｄ（基盤的防災情報流通ネットワーク：Shared Information Platform for Disaster Management））に集約できるよう努めるものとする。

	４　情報の分析整理

	第５　通信手段の確保
	１　通信施設の整備及び保守管理の徹底
	２　災害時優先電話の指定
	３　代替通信手段の確保
	（１）　県防災行政無線

	４　通信の多ルート化
	５　通信訓練への参加

	第６　職員の応急活動体制の整備
	１　職員の非常参集体制の整備
	（１）　参集基準の明確化、連絡手段の確保、参集手段の確保、参集職員の確保等を図る。
	（２）　交通・通信の途絶、職員又は職員の家族等の被災などにより職員の動員に支障が生ずる場合を想定し、災害応急対策ができるよう、訓練等の実施に努める。
	（３）　円滑な参集ができるよう、職員に周知するとともに定期的に訓練を実施する。

	２　職員に対する応急活動内容の周知徹底

	第７　防災関係機関との連携体制の整備
	１　町における受援・応援体制の整備
	（１）　町は、災害対策基本法第67条の規定に基づく応援要請に関し、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、あらかじめ県内外市町村を始め関係機関との間での応援協定の締結に努めるものとする。協定の締結に当たっては、被災時に周辺市町村が後方支援を担える体制になるよう周辺市町村等との締結を考慮するとともに、大規模な風水害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する市町村等との協...
	（２）　町は、避難指示等を発令する際に、災害対策基本法61条の２の規定に基づき、指定行政機関、指定地方行政機関（前橋地方気象台、河川管理者等）又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。
	（３）　町は、受援計画を定めるよう努め、また、受援に関する庁内全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や連絡・要請方法の確認、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保への配慮や応援部隊の活動拠点の確保を図り、訓練を実施するなど、日頃から実効性の確保に留意し、災害時において協力を得られる体制の整備に努める。
	（４）　町は、県と協力し、応急対策職員派遣制度に基づく被災市町村への応援の円滑な実施及び他の都道府県等からの応援職員の円滑な受け入れに努めるものとする。
	（５）　町は、土木・建築職などの技術職員が不足している被災市町村への中長期派遣等による支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努めるものとする。

	２　自衛隊との連携体制の整備
	（１）　町は、自衛隊（陸上自衛隊第12旅団）への災害派遣要請の県への依頼が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先を徹底しておくものとする。
	（２）　町は、自衛隊の災害派遣活動が円滑に行えるよう、相互の情報連絡体制の充実、及び共同の防災訓練の実施に努めるとともに、受入れに当たってのヘリポート、派遣部隊の宿泊施設の整備を図るものとする。

	３　一般事業者等との連携体制の整備
	４　建設業団体等との連携体制の整備
	５　救援活動拠点の整備
	６　円滑な救助の実施体制の構築

	第８　防災中枢機能の整備
	１　防災中枢機能の整備
	（１）　町の防災中枢機能は、資料編のとおりである。町は、災害時において、当該施設が災害応急対策の中枢施設として機能するよう整備を推進する。
	（２）　町は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。

	２　災害応急対策に当たる機関の責任
	３　災害活動拠点等の整備
	（１）　町は、地域における災害活動の拠点として、現地災害対策本部、非常用食料・資機材の備蓄倉庫、緊急避難場所、避難所等の機能を持つ施設の整備に努めるものとする。
	（２）　町は、県と連携して道路及び都市公園等に県域を超える支援を行うための広域防災拠点や被災市町村を支援するための防災拠点を整備するよう努めるものとする。

	４　公的機関等の業務継続性の確保
	５　男女共同参画の視点を考慮した防災体制の整備

	第９　救助・救急、保健医療及び消火活動体制の整備
	１　救助・救急活動体制の整備
	（１）　救急・救助体制及び機能の強化
	（２）　救急・救助用資機材の整備
	ア　町は、館林地区消防組合消防本部と協力して救助工作車、救急車、照明車等の車両及びエンジンカッター、チェーンソー等の救急・救助用資機材の整備に努めるものとする。
	イ　自主防災組織は救助用資機材の整備に努めるものとし、町は、これを資金面で支援するものとする。

	（３）　保有資機材の把握

	２　医療活動体制の整備
	（１）　災害拠点病院の整備
	ア　町は、町内の医療機関と協力し、災害時に通常の医療体制では対応できない多数の患者が発生した場合や、医療機関の被害によって被災地域に医療の空白が生じた場合に、適切な医療が実施できるよう、県の災害派遣医療チーム（以下「ＤＭＡＴ」という。）との連携体制の整備など、医療救護体制を平時から整備する。（※ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Team）
	イ　災害拠点病院は、次の２種類で構成するものとする。
	ａ　基幹災害拠点病院
	ｂ　地域災害拠点病院

	ウ　災害拠点病院は、災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診療機能を有し、被災地からの重症傷病者の受入れ機能を有するとともに、傷病者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能、ＤＭＡＴの派遣機能を有するものとする。

	（２）　医薬品、医療資機材の備蓄

	３　消火活動体制の整備
	（１）　消防体制
	ア　構成
	イ　組織
	ａ　館林地区消防組合
	ｂ　板倉消防団


	（２）　火災予防対策
	ア　一般家庭に対する指導
	イ　防火管理者の育成
	ウ　予防査察の強化指導
	ａ　定期査察
	ｂ　特別査察
	ｃ　警戒査察
	ｄ　住宅査察

	エ　防火対象物点検制度の推進
	オ　火災予防運動の設定

	（３）　消防力の充実強化
	ア　消防組織
	イ　消防施設等の整備強化
	ウ　消防水利の多様化
	エ　消防団員の訓練
	ａ　消防用機械器具訓練
	ｂ　放水演習
	ｃ　災害応急対策訓練
	ｄ　人命救助訓練
	ｅ　出動訓練
	ｆ　危険物火災防ぎょ訓練

	オ　自衛消防力の強化
	ａ　自衛消防組織の確立
	ｂ　予防消防力の強化


	（４）　消防活動の困難を解消するための道路整備


	第10　緊急輸送活動体制の整備
	１　輸送拠点の確保
	２　ヘリポートの確保
	３　緊急輸送道路ネットワークの形成
	４　災害に対する緊急輸送道路の安全性の確保等
	５　燃料の確保

	第11　避難の受入体制の整備
	１　緊急避難場所
	（１）　緊急避難場所の指定
	ア　町は、災害種別に応じて、災害及びその二次災害のおそれのない場所にある施設又は構造上安全な施設を緊急避難場所として指定するものとする。指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施設の開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておくものとする。
	イ　緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生するおそれのある災害に適した緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。特に、緊急避難場所と避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。

	（２）　緊急避難場所の指定基準

	２　避難所
	（１）　避難所の指定
	ア　町は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、その管理者の同意を得た上で、避難者が避難生活を送るために必要十分な避難所をあらかじめ指定しているが、施設の老朽化、地域の人口の変化など地域の実情に応じた避難者数を想定し、さらに他市町村との相互応援協力体制のバックアップのもとに避難所の整備を図る。

	（２）　避難所の指定基準
	ア　住民にとって身近な施設にすること。
	イ　二次災害などのおそれがないこと。
	ウ　立地条件や建物の構造等を考慮し、安全性が十分確保されていること。
	エ　主要道路等との緊急搬出入用災害アクセスが確保されていること。
	オ　環境衛生上問題のないこと。

	（３）　学校を避難所として指定する場合の配慮
	（４）　避難所における生活環境の確保
	ア　町は、避難所となる施設については、あらかじめ、必要な機能を整理し、必要に応じ、良好な生活環境を確保するために、換気、照明等の施設の整備に努めるものとする。
	イ　町は、避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図るものとする。また、停電時においても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等の整備に努めるものとする。
	ウ　町は、指定管理施設が避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。
	エ　町及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換に努めるものとする。
	オ　町は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平常時から、避難所のレイアウトや動線等を確認しておくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を含め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じるよう努めるものとする。また、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、県と県旅館ホテル生活衛生同業組合が締結した協定等に基づくホテル・旅館等の活用を含めて、可能な限り多くの避難所の開設に努めるものとする。

	（５）　物資の備蓄
	（６）　運営管理に必要な知識の普及
	（７）　福祉避難所
	ア　町は、避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障害者、医療的ケアを必要とする者等の要配慮者のため、介護保険施設、障害者支援施設等を福祉避難所に指定するよう努めるものとする。特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮をするよう努めるものとする。
	イ　町は、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定するものとする。
	ウ　町は、福祉避難所について、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として避難所を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示するものとする。
	エ　町は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難することができるよう努めるものとする。



	第12　食料・飲料水及び生活必需品等の調達・供給体制の整備
	１　備蓄計画
	（１）　町は、災害時に必要とされる食料、飲料水、生活必需品、燃料、ブルーシート、土のう袋及びその他の関連資機材の備蓄を推進するものとする。
	（２）　備蓄に当たっては、物資の性格に応じ、集中備蓄及び避難所の位置を勘案した分散備蓄を組み合わせて行い、備蓄拠点を設置するなどの整備に努めるものとする。
	（３）　備蓄拠点については、輸送拠点として指定するなど、円滑な緊急輸送が行われるよう配慮するものとする。
	（４）　町は、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資拠点の登録に努めるものとする。
	（５）　町は、各家庭において「最低３日間、推奨１週間」分の非常用の飲料水、食料等を備蓄するよう、住民に対し啓発を行うものとし、住民はこれらの備蓄に努めるものとする。

	２　調達計画
	３　町における備蓄・調達・供給の体制
	（１）　備蓄場所及び備蓄量は、別に「備蓄物資管理台帳」にて、管理するものとする。
	（２）　備蓄品目は、乳幼児、高齢者、病弱者等の要配慮者の特性にも配慮して決める。特に、食料については、通常の食事を摂取できない要配慮者等への配慮に努める（アレルギー対応の食料、粉ミルクやお粥等）。
	（３）　備蓄品目は、男女のニーズの違いにも配慮して決める。
	（４）　救助用資機材等についても備蓄を進める。
	（５）　民間の流通在庫備蓄等を活用するものとし、業者との協定の締結に努める。
	（６）　災害時における飲料水を確保するために、保存水の備蓄、応急給水を行うための給水タンク、運搬車両等を整備すると共に、電源等の確保に必要な自家発電設備等の整備及び燃料等の確保を図り、停電時でも被災者の安全を確保するための施設及び設備の整備を図る。また、水泳プールなどの水を飲料可能な状態にする浄水機の導入なども広く検討する。
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	（２）　町は、被災宅地危険度判定のための資機材の備蓄を行うものとする。
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	（２）　県は、広域的な見地から災害応急対策の円滑な実施を確保するため、県内市町村その他の防災関係機関、民間企業及び住民の協力を得て、総合的な訓練を実施するものとしており、町においては、その訓練に協力するものとする。
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	（２）　浸水想定区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、水害が発生するおそれがある場合における避難確保に関する計画を策定し、それに基づき、避難誘導等の訓練を行うものとする。
	（３）　町は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。
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	（２）　町は、防災訓練の実施後には事後評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を図るものとする。
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	オ　非常持出し品のチェック
	カ　自動車へのこまめな満タン給油
	キ　高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等要配慮者の避難方法
	ク　避難指示等避難情報の入手方法
	ケ　負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具・ブロック塀等の転倒防止対策
	コ　家庭動物との同行避難や避難所での飼養についての準備
	サ　保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え

	（７）　非常持出し品の準備
	ア　「最低３日、推奨１週間」分の食料、飲料水の家庭内備蓄（乾パン、缶詰、飲料水等の保存食料・飲料）
	イ　貴重品（現金、権利証書、預貯金通帳、免許証、印鑑、健康保険証等）
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	ア　急傾斜地など崩落のおそれがある箇所や河川池沼などに近づかない
	イ　避難方法
	ａ　徒歩で避難する。
	ｂ　携行品は必要な物のみにして、背負うようにする。

	ウ　応急救護
	エ　避難協力
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	ア　自主防災リーダーの育成、防災活動に必要な資機材の整備等の助成に努めるとともに、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実施されるよう、気象防災アドバイザー等の水害･土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図る。
	イ　青年層・女性層の自主防災組織への参加及び自主防災リーダーとしての育成の促進に努める。
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	（５）　緊密な連携による災害廃棄物及び堆積土砂の処理

	３　事業所（企業）の防災の促進
	（１）　事業所は、災害時の従業員、利用者等の安全を守るとともに、経済活動の維持、地域住民への貢献を十分に認識し、災害時行動マニュアルの作成、防災体制の整備、防災訓練等を実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。
	ア　従業員等の防災教育
	イ　情報の収集、伝達体制の確立
	ウ　火災その他災害予防対策
	エ　避難体制の確立
	オ　防災訓練の実施
	カ　応急救護体制の確立
	キ　飲料水、食料、燃料・生活必需品等災害時に必要な物資の確保（備蓄）
	ク　燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対策

	（２）　事業所も地域コミュニティの一員であることから、平時から地域住民、自主防災組織等と連携して災害に対応する仕組みの構築に努める。
	（３）　事業所の自主的判断による地域貢献だけでなく、町が行う災害対応の一部を事業所が、その得意な業務において、協力・応援することについて、あらかじめ町と協定を締結するなど、平時から町との連携に努める。
	（４）　事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することのないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずるよう努めるものとする。
	（５）　災害時の事業活動の維持又は早期の機能回復は、都市機能回復に重要な役割を果たす一方、事業所は災害による被害を最小化し、自ら存続を図っていかなければならない。そのため、バックアップシステムの整備、要員の確保、安否確認の迅速化などにより災害時に事業活動が中断した場合に、可能な限り短期間で重要な機能を再開できるような経営戦略の策定に努める。
	（６）　町及び各業界の民間団体は、事業所防災に資する情報の提供等を進めるとともに、事業所のトップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図るとともに、優良企業表彰、事業所の防災に係わる取組の積極的評価等により事業所の防災力向上の促進を図るものとする。また、町は、事業所防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組むものとする。
	（７）　町は、企業をコミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。
	（８）　浸水想定区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、防災体制に関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、水防法に基づき設置した自衛水防組織の業務に関する事項等の計画を作成し、当該計画に基づき、避難誘導等の訓練を実施するものとする。また、作成した計画及び自衛水防組織の構成員等について町長に報告するものとする。
	（９）　要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、介護保険法関係法令等に基づき、自然災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成するものとする。
	（10）　町は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確認するよう努めるものとする。また、町は、当該施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行うものとする。
	（11）　町及び町商工会は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努めるものとする。

	４　住民及び事業者による地区内の防災活動の推進
	（１）　町内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努めるものとする。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として町防災会議に提案するなど、町と連携して防災活動を行うこととする。
	（２）　町は、本計画に地区防災計画を位置付けるよう町内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、本計画に地区防災計画を定めるものとする。
	（３）　町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区防災計画を定める場合は、地域全体の避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努めるものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努めるものとする。
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	キ　要配慮者利用施設における防災教育への協力を行う。
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	ア　町長は、住民の生命、身体又は財産を災害から守るため必要と認めるときは、速やかに避難指示等の発令を行うものとする。特に、台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに努めるものとする。
	イ　町は、住民に対する避難指示等の発令にあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避難指示及び緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯における高齢者等避難の発令に努めるものとする。
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	イ　危険な地点には標示、縄張りを行うほか、状況により誘導員を配置し安全を期する。また、夜間においては可能な限り照明器具等を使用して避難中の事故防止に努める。
	ウ　立ち退き避難に当たっては、要配慮者を優先して行う。
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	３　公的広域避難（相互応援協定によらないもの）
	（１）　県内の他の市町村への広域的な避難等
	ア　町は、災害の予測規模、避難者数等に鑑み、町の区域外への広域的な避難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、県内の他市町村への受入れについて、当該市町村に直接協議するものとする。
	イ　町は、アの協議をするときは、あらかじめ、その旨を県に報告するものとする。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告するものとする。
	ウ　アの協議を受けた市町村（以下本項目において「協議先市町村」という。）は、当該避難者等（以下「要避難者」という。）を受け入れないことについて正当な理由がある場合を除き、要避難者を受け入れるものとする。この場合において、協議先市町村は、アによる滞在（以下「広域避難」という。）の用に供するため、受け入れた要避難者に対し指定緊急避難場所その他の避難場所を提供するものとする。
	エ　ウの場合において、協議先市町村は、当該市町村において要避難者を受け入れるべき避難場所を決定し、直ちに、その内容を当該避難場所を管理する者等に通知するとともに、町長に通知するものとする。
	オ　町長は、エの通知を受けたときは、速やかにその内容を公示し、及び現に要避難者を受け入れている避難場所を管理する者等に通知するとともに、県に報告するものとする。

	（２）　他の都道府県の市町村への広域的な避難等
	ア　町は、（１）アの場合において、他の都道府県内の市町村への受け入れについては、県に対し、当該他の都道府県と当該要避難者の受入れについて協議することを求めるものとする。
	イ　県は、協議先都道府県からの通知（協議先都道府県から協議を受けた県外市町村が決定した要避難者を受け入れるべき避難場所の決定に係る通知）を受けたときは、速やかに、その内容を町に通知するものとする。
	ウ　町は、イの通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示するとともに、現に要避難者を受け入れている避難場所を管理する者等に通知するものとする。

	（３）　町による県外広域避難の協議等
	ア　町は、（２）アの場合において、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、要避難者の受入れについて、他の都道府県内の市町村に直接協議するものとする。
	イ　町は、アの協議をするときは、あらかじめ、その旨を県に報告するものとする。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告するものとする。
	ウ　町は、都道府県外協議市町村から要避難者を受け入れるべき避難場所の決定通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、及び現に要避難者を受け入れている避難場所を管理する者等に通知するとともに、県に報告するものとする。

	（４）　広域避難に係る助言


	第４　災害未然防止活動
	１　水防活動の実施
	２　堰、水門、ポンプ場等の適切な操作

	第５　物資及び電力確保に関する事前対策
	１　物資調達・輸送等に関する事前対策


	第２節　発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保
	第１　災害情報の収集・連絡
	（１）　情報の収集に当たっては、住民の生命・身体に係る情報を優先的に収集する。
	（２）　情報の錯綜等により各機関の報告内容はそのまま計上できないので、報告する際は、情報源を示して報告する。
	（３）　災害発生直後においては、情報の正確性よりも迅速性が優先されるため、情報収集に当たっては概括的な情報を報告する。
	１　被害報告等取扱責任者
	２　災害情報の収集
	（１）　調査方法
	ア　被害状況等の調査は、次のとおり関係機関及び団体の協力、応援を得て実施するものとする。
	イ　各区長又は消防団の各分団長は、当該地区の被害状況を地域住民の協力を得て迅速かつ的確に把握し、町に報告するものとする。
	ウ　町は、板倉郵便局との「災害時における相互協力に関する覚書」に基づき、郵便局員から町内の被災状況等の情報を収集する。
	エ　総務課長は、前記アからウまで等により情報を集約し、町長に報告する。

	（２）　調査上の留意点

	３　災害情報の連絡
	（１）　災害対策基本法及び消防組織法に基づく報告
	ア　「災害報告要領」（昭和45年４月10日付け消防防第246号消防庁長官通知）及び「火災・災害等即報要領」（昭和59年10月15日付け消防災第267号消防庁長官通知）の規定に基づき、被害規模の概括的情報を含め、人的被害、住家被害、応急対策活動状況等の情報を把握できた範囲から直ちに館林行政県税事務所を経由して危機管理課に報告する。
	イ　この際、館林行政県税事務所に連絡がつかない場合又は緊急を要する場合は危機管理課に直接報告するものとし、いずれにも連絡がつかない場合は消防庁に直接報告する。
	ウ　行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者は直接又は必要に応じ外務省を通じて在京大使館等）に連絡するものとする。
	エ　応援の必要性については、時期を逸することなく連絡する。
	オ　具体的な報告方法は次による。
	ａ　災害概況即報
	ｂ　被害状況即報
	①第１報は、被害状況を確認し次第報告。
	②第２報以降は、人的被害に変動がある場合は１時間ごとに報告。
	人的被害が変動せず、その他の被害に変動がある場合は、３時間ごとに報告。
	③災害発生から24時間経過後は、被害に変動がある場合に、６時間ごとに報告。

	ｃ　災害確定報告

	カ　記入要領

	（２）　災害対策基本法及び消防組織法に基づかない連絡
	（３）　町は、必要に応じ、収集した被災現場の画像情報の官邸及び政府本部等を含む防災関係機関への共有を図るものとする。


	第２　通信手段の確保
	１　通信手段の機能確認及び通信施設の復旧
	２　災害時における通信の方法
	（１）　通信施設の現況
	ア　県防災行政無線
	ａ　県防災行政無線は、県と県内各市町村、消防本部、県出先機関とを有機的に結んでいる。
	ｂ　町は、県防災行政無線を活用して県と情報連絡を行うとともに、県出先機関や近隣市町村等との連絡に活用する。

	イ　一般加入電話（災害時優先電話、携帯電話を含む。）

	（２）　災害時優先電話の利用
	（３）　他機関の通信設備の利用
	ア　警察無線…………館林警察署
	イ　消防無線…………板倉消防署
	ウ　ＮＴＴ無線………ＮＴＴ群馬支店

	（４）　非常通信の確保
	ア　非常通信の発受
	イ　発信依頼要請
	ａ　冒頭に「非常」と朱書きする。
	ｂ　あて先の住所、氏名（職名）及び電話番号を記載する。
	ｃ　本文を200字以内で記載する。（濁点、半濁点は字数に数えない。）
	ｄ　末尾に発信者の住所、氏名（職名）及び電話番号を記載する。


	（５）　アマチュア無線の協力要請
	（６）　すべての通信が途絶した場合の措置



	第３節　活動体制の確立
	第１　災害対策本部の設置
	１　設置の決定
	（１）　町内に災害が発生し、又は発生するおそれがあり、当該災害について災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用され、又は適用される見込みがあるとき。
	（２）　次の場合で町長が必要と認めたとき。
	ア　町内に気象警報又は特別警報が発表され、相当規模の災害が発生し、又は発生するおそれがあり、全庁的な対応が必要な場合。
	イ　気象警報又は特別警報の発表の有無にかかわらず、町内に災害が発生し、又は発生するおそれがあり、当該災害の態様、規模又は社会的影響等から見て、その対応について町長による指揮が望ましい場合。


	２　設置場所
	３　廃止の決定
	４　設置及び廃止の通知
	５　本部会議
	（１）　災害対策本部に本部会議を置く。
	（２）　本部会議は、本部長、副本部長、及び本部員をもって構成し、災害対策に関する重要な事項を決定し、その推進を図る。
	（３）　本部会議は、本部長が必要の都度招集する。

	６　現地災害対策本部
	（１）　災害地が本部から遠隔の場合
	（２）　本部長より設置を指示された場合

	７　災害対策本部の活動の優先順位
	（１）　通信手段の確保
	（２）　被害情報の収集、連絡
	（３）　負傷者の救出・救護体制の確立
	（４）　医療活動体制の確立
	（５）　交通確保・緊急輸送活動の確立
	（６）　避難受入活動
	（７）　食料・飲料水、燃料、生活必需品の供給
	（８）　ライフラインの応急復旧
	（９）　保健衛生、防疫、遺体処理活動の実施
	（10）　社会秩序の維持
	（11）　公共施設・設備の応急復旧
	（12）　災害広報活動（随時）
	（13）　ボランティアの受入れ（随時）
	（14）　二次災害の防止（随時）

	８　災害対策事務の優先処理

	第２　災害対策本部の組織
	１　災害対策本部の組織編成
	２　本部長の職務代理
	３　本部の標識の掲示
	４　活動上の留意点

	第３　災害警戒本部等の設置
	１　災害警戒本部の設置
	（１）　町内に気象警報又は特別警報が発表され、相当規模の災害が発生し、又は発生するおそれがあり、その対応について関係部署相互の緊密な連絡・調整が必要な場合
	（２）　気象警報又は特別警報の発表の有無にかかわらず、町内に災害が発生し、又は発生するおそれがあり、当該災害の態様、規模又は社会的影響等から見て、その対応について関係部相互の緊密な連絡・調整が必要な場合

	２　災害警戒本部の組織
	３　災害警戒本部廃止の決定
	４　災害対策本部及び災害警戒本部が設置されない場合

	第４　職員の非常参集
	１　町における職員の非常参集
	（１）　動員の決定及び配備体制
	ア　町長は、災害対策本部を設置したときは、別表３の基準に従い動員の区分を決定するものとする。
	イ　総務課長は、災害警戒本部を設置したときは、別表３に掲げる「初期動員」の配備体制をとり災害対策本部への移行も視野に入れた警戒体制とする。
	ウ　総務課長は、気象警報又は特別警報の発表の有無にかかわらず、町内に災害が発生するおそれがある場合は、防災関係部署と協議の上、別表３に掲げる「予備動員」の体制を配備する。


	２　本部職員の動員伝達
	（１）　勤務時間中における動員伝達
	（２）　勤務時間外・休日等における動員伝達
	ア　当直者・日直者は、配備基準に該当する気象警報又は特別警報が防災関係機関から通知され、又は住民から災害発生の通報等があった場合は、直ちに総務課長に連絡する。
	イ　総務課長は、直ちに状況を町長に連絡するとともに、副町長、教育長及び議会議長にも連絡する。
	ウ　町長は、配備体制を敷く必要があると判断した場合には、災害に応じた配備体制を総務課長に指示するものとする。
	エ　指示を受けた総務課長は関係課局長に、関係課局長は所属職員に速やかに伝達する。また、総務課長は、消防署長にも伝達する。
	オ　連絡を受けた職員は、指示に基づき以後の状況の推移に注意し、自宅待機あるいは速やかに登庁する。
	カ　職員は、動員命令がない場合であっても、ラジオ、テレビ等により災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあることを覚知したときは、上司に連絡し、あるいは直ちに登庁し、上司の指示を受けるものとする。


	３　職員の動員
	（１）　動員指示の伝達方法
	（２）　登庁場所
	ア　動員の伝達を受けた職員は、可能な限り自己の勤務場所に登庁するものとする。
	イ　道路の決壊等により自己の勤務場所に登庁することが困難な場合には、登庁可能となるまでの間、最寄りの避難所に指定されている公共施設等に参集し、当該施設長の指揮を受けるものとする。なお、この場合には、速やかに所属長にその旨を連絡するとともに、登庁可能となり次第、登庁するものとする。

	（３）　登庁の方法
	（４）　登庁時の留意事項
	ア　登庁に当たっては、事故防止に十分注意するとともに、登庁途上における被害等の状況を把握し、登庁後直ちに所属長に報告する。
	イ　所属長は、当該課員からの被害状況等や課員の参集状況を取りまとめ、防災総括班に報告する。

	（５）　登庁の免除
	ア　本人若しくは家族が中傷以上の怪我を負い、あるいは住居が損壊するなど自らが被災した場合には、所属長に対し、その旨を報告し、登庁の免除を受けるものとする。
	イ　登庁すべき場所のいずれにも登庁できない事情のあるときには、所属長にその旨を報告し、登庁可能になるまでの間、地域の自主防災活動に従事するものとする。


	４　職員等の応援
	（１）　役場内での調整
	ア　各班長は、参集職員が不足し、災害応急対策の実施に支障が生じると判断した場合は、防災総括班に必要要員数を連絡する。
	イ　防災総括班は、他班の職員参集状況を把握、調整し、緊急に実施すべき対策担当班から適正に人員を配置させる。

	（２）　他機関への応援要請


	第５　広域応援の要請等
	１　町が行う応援の要請
	（１）　他市町村に対する応援の要請
	（２）　県に対する応援の要請
	（３）　応急対策職員派遣制度に基づく応援の要請

	２　町が行う職員派遣の要請又は職員派遣のあっせんの要請
	（１）　国の機関に対する職員派遣の要請
	ア　派遣を要請する理由
	イ　派遣を要請する職員の職種別人員数
	ウ　派遣を必要とする期間
	エ　派遣される職員の給与その他の勤務条件
	オ　その他職員の派遣について必要な事項

	（２）　県に対する職員派遣のあっせんの要請
	ア　派遣のあっせんを求める理由
	イ　派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数
	ウ　派遣を必要とする期間
	エ　派遣される職員の給与その他の勤務条件
	オ　その他職員の派遣のあっせんについて必要な事項

	（３）　県又は他の市町村に対する職員派遣の要請

	３　受援体制の確立
	（１）　町は、受援部門ごとに連絡窓口となる部署を定め、当該部署の名称、連絡責任者名、電話番号等を応援機関に通知するものとする。
	（２）　町は、受援内容に応じて必要となる輸送ルート、臨時ヘリポート、活動拠点、資機材、宿泊場所等を確保するものとする。

	４　広域的な応援体制
	（１）　町は、災害時には、県内外の市町村等と締結している応援協定等に基づき、速やかに応援体制を整えるものとする。
	（２）　町は、職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努めるものとする。また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底するものとする。


	第６　県防災ヘリコプターの要請
	１　実施責任者
	２　防災航空隊の応援要請
	（１）　町の消防力のみでは、災害の防除又は軽減が困難と認められる場合
	（２）　災害が、隣接する市町村に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合
	（３）　県防災ヘリコプターの運航により災害の予防・改善に相当の効果が期待できるものと認められる場合
	（４）　その他救急搬送等、緊急性があり、かつ、ヘリコプター以外に適切な手段がなく、県防災ヘリコプターによる活動が最も有効な場合

	３　要請の方法
	（１）　応援の種別
	（２）　災害発生又は覚知の日時、場所及び被害の状況
	（３）　災害現場の気象状況
	（４）　災害現場の最高指揮者の職名、氏名及び連絡方法
	（５）　ヘリポート及び地上支援体制
	（６）　その他の必要事項

	４　ヘリポート予定地の確保

	第７　自衛隊への災害派遣要請
	１　要請する災害
	２　自衛隊の災害派遣活動の範囲
	（１）　被害状況の把握
	（２）　避難の援助
	（３）　遭難者等の捜索救助
	（４）　水防活動
	（５）　消火活動
	（６）　道路又は水路の復旧
	（７）　応急医療、救護及び防疫
	（８）　人員及び物資の緊急輸送
	（９）　給食及び給水
	（10）　入浴支援
	（11）　物資の無償貸付又は譲渡
	（12）　危険物の保安及び除去
	（13）　その他

	３　自衛隊の派遣要請に係る町長の措置
	（１）　町長は、自衛隊の災害派遣が必要であると認めるときは、災害対策基本法第68条の２第１項の規定に基づき、自衛隊に対して災害派遣要請を行うよう知事（危機管理課）に要求するものとするする。
	（２）　（１）の要求は、次の様式に基づき文書で行うものとする。
	（３）　町長は、（１）の要求をしたときに、その旨及び町の災害の状況を第12旅団長に通知することができる。
	（４）　町長は、通信の途絶等により知事に対して自衛隊の災害派遣要請の要求が行えない場合は、災害対策基本法第68条の２第２項の規定に基づき、その旨及び町の災害の状況を第12旅団長に通知するものとする。
	（５）　町長は、前項の通知をしたときは、災害対策基本法第68条の２第３項の規定に基づき、速やかにその旨を知事に通知するものとする。

	４　自衛隊との連絡
	５　派遣部隊の受入れ
	（１）　救援作業に必要な資材を速やかに調達すること。
	（２）　派遣部隊の宿泊施設の手配を行うこと。
	（３）　ヘリポートの使用に先立ち、予定施設の管理者の了解を得ておくこと。
	（４）　他の防災関係機関の活動との調整を行い、災害派遣の効率化に努めること。

	６　自衛隊の自主派遣
	（１）　第12旅団長又は第12後方支援隊長は、特に緊急を要し、知事からの派遣要請を待ついとまがないと認めるときは、自衛隊法第83条第２項ただし書の規定に基づき、当該要請を待たないで部隊等を派遣（以下「自主派遣」という。）するものとする。
	（２）　自主派遣の基準は、次のとおりとする。
	ア　災害に際し、関係機関に対し当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集を行う必要があると認められる場合
	イ　災害に際し、知事が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認められる場合に、町長等から災害に関する通報を受け、又は、部隊等が入手した情報から、直ちに救援の措置をとる必要があると認められる場合
	ウ　航空機の異常を探知する等、災害に際し、自衛隊が捜索又は救助の措置を迅速にとる必要があると認められる場合
	エ　自衛隊の庁舎、営舎その他防衛省の施設又はこれらの近傍に、火災その他の災害が発生した場合
	オ　その他、災害に際し、前記に準じ、特に緊急を要し、知事からの要請を待ついとまがないと認められる場合

	（３）　第12旅団長又は第12後方支援隊長は、自主派遣を行ったときは、速やかに知事に連絡し、連絡を受けた知事は、直ちにその旨を当該部隊の活動する区域の市町村その他関係機関に連絡し、密接な連絡調整のもとに適切かつ効率的な救援活動を実施するものとする。
	（４）　第12旅団長又は第12後方支援隊長は、自主派遣を行った後に知事から派遣要請があった場合には、その時点から知事の派遣要請に基づく救援活動を実施するものとする。

	７　自衛隊による提案型支援
	８　派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の権限
	（１）　警戒区域の設定（災害対策基本法第63条第３項）
	（２）　応急公用負担等（災害対策基本法第64条第８項、第９項、第10項）
	ア　災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、市町村長、市町村長の職権を行う市町村の職員及び警察官がその場にいない場合に限り、他人の土地、建物その他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用することができる。
	イ　災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、町長、町長の職権を行う町の職員及び警察官がその場にいない場合に限り、現場の災害を受けた工作物又は物件で当該応急措置の実施の支障となるものの除去その他必要な措置をすることができる。
	ウ　ア、イの措置をとった場合は、直ちにその旨を町長に通知しなければならない。
	エ　イにより、工作物等を除去したときは、これを保管しなければならない。
	オ　その他手続については、災害対策基本法第64条による。

	（３）　応急公用負担等（災害対策基本法第65条）

	９　災害派遣活動の総合調整
	10　派遣要請後の変更手続
	11　派遣部隊等の撤収要請
	12　費用負担区分
	（１）　派遣部隊の活動に要した費用のうち次に掲げる費用については、原則として派遣を受けた町の負担とする。
	ア　宿泊施設の借上料
	イ　宿泊施設の汚物処理費用
	ウ　災害派遣活動に係る電気、ガス、水道及び電話料金
	エ　災害派遣活動に係る資機材の調達費用

	（２）　前項に掲げた費用以外の費用の負担区分については、町と自衛隊とで協議して定めるものとする。
	（３）　派遣部隊の活動が２以上の市町村にわたって行われた場合の負担割合は、関係市町村が協議して定めるものとする。



	第４節　災害の拡大防止及び二次災害の防止活動
	第１　災害の拡大防止及び二次災害の防止
	１　災害の拡大防止と二次災害の防止活動
	（１）　町は、災害発生中にその拡大を防止することが可能な災害については、その拡大を防止するため、必要な対策を講じるものとする。
	（２）　町は、専門技術者等を活用して二次災害の危険性を見極めつつ、必要に応じ、住民の避難、応急対策を行うものとする。

	２　浸水被害の拡大の防止
	（１）　水防管理者は、浸水被害が発生したときは、被害の拡大を防止するため、必要に応じて排水対策を実施するものとする。
	（２）　水防管理団体（館林地区消防組合）及び水防協力団体（邑楽土地改良区）は、備蓄資機材で不足するような緊急事態に際して、下水道管理者の保有する発電機（計１基）の提供を受けることができる。
	（３）　邑楽土地改良区、農業用用排水施設管理者その他の水門、水路等の管理者は、被害の拡大を防止するため、被害を受けた堤防等の応急復旧を行うものとする。

	３　風倒木及び冠水による二次災害の防止
	４　雪害の拡大の防止
	（１）　町は、町が管理する道路について、積雪による交通障害の発生を防止するため、事前に定めた除雪計画等に基づき、道路の除雪を実施するものとする。
	（２）　町は、積雪による家屋倒壊による被害の防止や生活道路の早期除雪のため、住民に対し、屋根の雪下ろしや生活道路の除雪を督励するとともに必要に応じ支援を行うよう努めるものとする。特に、一人暮らし高齢者世帯、障害者世帯、母子家庭等の除雪の担い手が不足する世帯においては、民生委員、自主防災組織、消防団等と連携して除雪の支援を行うものとする。

	５　被災宅地の二次災害対策
	６　空家の二次災害対策


	第５節　救助・救急及び医療活動
	第１　救助・救急活動
	１　住民、自主防災組織及び事業所（企業）による救助・救急活動
	（１）　大規模災害の発生直後は、道路の損壊等により、道路交通網が寸断され、消防機関、警察機関等による救助・救急活動が一時的に機能しない事態が予測される。
	（２）　救助・救急活動に必要な資機材については、町、群馬県地域防災センター、館林行政県税事務所等の備蓄倉庫、館林地区消防組合本部・板倉消防署、消防団、館林土木事務所、事業所等の資機材の貸し出しを受けるものとする。
	（３）　住民、自主防災組織及び事業所は、消防機関、警察機関等による救助･救急活動に協力するものとする。

	２　町による救助・救急活動
	（１）　実施責任者
	（２）　救出方法
	ア　住民からの通報又は町職員、消防団員等からの情報等を総合し、被害の状況を早期に把握するとともに、消防機関、警察等関係機関に連絡する。
	イ　救出活動は、町職員、警察官、消防職員、消防団員及び地区住民等により救出隊を編成し、救出に必要な資機材を投入して、迅速に救出作業にあたるものとする。


	３　サイレントタイムの導入
	４　安否不明者の絞り込み
	５　関係機関との協力
	（１）　救出活動を実施する場合は、館林警察署その他関係機関と直ちに連絡をとり全面的な協力を得て万全を期するものとする。
	（２）　救出に際しては、負傷者の救護等が円滑に行われるよう、板倉消防署、医療機関等と緊密な連絡をとるものとする。

	６　資機材等の確保
	７　感染症対策
	８　惨事ストレス対策

	第２　医療活動
	１　町内の医療機関による医療活動
	（１）　来院した傷病者又は搬送された傷病者に対し治療を施す。
	（２）　病院建物、医療設備等が被害を受けたときは、応急復旧を実施するとともに、必要に応じライフライン事業者等に対し応急復旧の要請を行い、機能の回復に全力を尽くす。
	（３）　医療機能の低下により傷病者の受入れができなくなった場合又はより設備の整った医療機関に傷病者を転送する必要があると認める場合は、直ちに転院の措置を講ずる。
	（４）　転送先の検討に当たっては、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）及び群馬県統合型医療情報システムを活用する。
	（５）　傷病者の転送に当たっては、必要に応じ、町又は県等に要請し、ヘリコプターを有効に活用する。

	２　町による医療活動
	（１）　実施責任者
	（２）　救護所の設置及び救護班の派遣
	ア　町は、医療機関の医療機能が低下した場合、多数の負傷者が生じた場合、被災地と医療機関が離れている場合等で医療機関のみでは対応できないときは、被災地に救護所を設置するものとする。
	ａ　避難所
	ｂ　負傷者等の交通便利な場所
	ｃ　その他救護所設置に適した場所

	イ　町は、町内医療機関の協力を得て救護班を編成して、迅速な医療等の活動を行う。また、救護班を編成したときは、その旨を県に連絡するものとする。ただし、町長は、負傷者等が増大し、救護に不足を生じた場合は、速やかに日本赤十字社群馬県支部又は県に対し、救護班の派遣を要請するものとする。

	（３）　傷病者の搬送
	ア　一般車両の通行規制等による緊急避難路の確保と緊急車両による搬送
	イ　救護所への搬送手段の確保
	ウ　搬送を支えるマンパワーとしての防災ボランティア等の活用
	エ　ヘリコプターによる搬送体制の確立


	３　救急救命士による救急救命処置
	４　トリアージの実施
	５　後方医療活動の要請
	６　被災者のこころのケア対策
	（１）　こころの健康危機に関する被災情報の収集と提供
	（２）　こころのケア対策現地拠点の設置
	（３）　精神科医療の確保
	（４）　災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）等の派遣及び受入れ
	（５）　こころのホットラインの設置と対応
	（６）　その他災害時のこころのケア活動に必要な措置

	７　医薬品及び医療資機材の確保
	（１）　医療機関の管理者は、通常ルートによる医薬品等の供給が困難な場合は、町又は県に供給を要請するものとする。
	（２）　救護所、避難所等の管理者は、医薬品又は医療資機材が不足する場合は、町又は県に供給を要請するものとする。
	（３）　町は、県薬剤師会、群馬県医薬品卸売協同組合等の医薬品等関係団体に供給を要請するものとする。



	第６節　緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動
	第１　交通の確保
	１　交通状況の把握
	２　交通規制の区分
	２　町における措置
	（１）　被害状況等の把握
	（２）　関係機関等への連絡
	（３）　道路の応急復旧
	ア　町は、町が管理する道路について、道路の被害状況に基づき、町の防災中枢機能（役場庁舎、避難所、ヘリポート等）を結ぶ町道の道路機能の確保（雪害においては除雪を含む。）に努めるものとする。
	イ　町は、必要に応じて、警察、消防機関及び自衛隊等に対して、路上の障害物の除去（除雪を含む。）について協力を要請するものとする。
	ウ　町は、町が管理する道路について、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、災害対策基本法第76条の６の規定に基づき、運転者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。運転者がいない場合等においては、町は、自ら車両の移動等を行うものとする。
	エ　町は、民間団体等との応援協定等に基づき、道路機能確保（雪害における除雪を含む。）に必要な人員、資機材の確保に努めるものとする。
	オ　町は、町が管理する道路について、迅速な救急救命活動や緊急支援物資の輸送などを確保するため、町に代わって国又は県が道路機能確保（雪害においては除雪を含む）を行うことが適当と考えられるときは、町に代わって道路機能確保を代行できる制度により、国又は県へ要請を行う。

	（４）　交通指導員による交通整理

	３　交通規制時の警察官等の措置
	（１）　警察官の措置
	ア　その車両の運転者等に対し必要な措置を命じる。
	イ　運転者等が命じられた措置をとらなかったり、現場にいないために措置をとることを命じることができないときは、警察官は、自らその措置をとる。この場合、やむを得ない限度において、車両等を破損することができる。

	（２）　自衛官又は消防吏員の措置

	４　交通規制時の運転者の措置
	（１）　速やかに車両を次の場所に移動させる。
	ア　道路の区間を指定して交通規制が行われたときは、規制が行われている道路の区間以外の場所
	イ　区域を指定して交通の規制が行われたときは、道路外の場所

	（２）　速やかな移動が困難なときは、車両をできる限り道路の左側に沿って駐車するなど緊急通行車両の通行の妨害とならない方法により駐車する。
	（３）　交通規制が行われている通行禁止区域等において、警察官の指示を受けたときは、その指示に従って車両を移動又は駐車する。

	５　輸送拠点の確保
	（１）　第１章第２節第10「緊急輸送活動体制の整備」に基づく緊急輸送道路ネットワークを参考に、被害状況、道路等の損壊状況を考慮した上で、輸送拠点として、町は町物資集積拠点を開設するとともに、輸送体制を確保する。また、関係機関、住民等にその周知徹底を図るものとする。
	（２）　町は、輸送拠点に災害応急対策に使用する物資、救援物資等を集積し、効率的な収集配送が行われるよう、職員を配置して管理に当たらせるとともに、必要に応じて、民間事業者のノウハウや能力等の活用を図るものとする。


	第２　緊急輸送
	１　輸送手段の確保
	（１）　輸送の方法
	ア　自動車による輸送
	イ　航空機による輸送
	ウ　人力による輸送
	エ　舟（ボート）による輸送

	（２）　輸送力の確保
	ア　自動車による輸送
	ａ　庁用車両の確保
	ｂ　車両の借上げ
	ｃ　応援要請

	イ　航空機による輸送
	ウ　人力による輸送


	２　緊急通行車両の確認
	（１）　緊急通行車両の事前届出
	（２）　緊急通行車両の区分
	ア　第１順位の対象車両
	ａ　救助・救急活動、医療活動従事者、医薬品等人命救助に要する人員、物資
	ｂ　消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資
	ｃ　被害情報収集のための政府、地方公共団体の人員
	ｄ　医療機関に搬送する重傷者
	ｅ　交通規制に必要な人員及び物資
	ｆ　政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施設保安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等
	ｇ　緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧等に必要な人員及び物資

	イ　第２順位の対象車両
	ａ　食料、飲料水等生命の維持に必要な物資
	ｂ　軽傷者及び被災者の被災地外への輸送
	ｃ　輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資

	ウ　第３順位の対象車両
	ａ　災害復旧に必要な人員及び物資
	ｂ　生活必需品


	（３）　確認手続
	ア　申出者　　　　当該車両の使用者
	イ　申出書の様式　別記様式１
	ウ　受付窓口　　　県･･･館林行政県税事務所又は総務部危機管理課
	エ　交付物件　　　ａ　緊急通行車両確認証明書（別記様式２）
	オ　確認処理簿　　別記様式４の例による。




	第７節　避難の受入活動
	第１　緊急避難場所の開放及び避難所の開設・運営
	１　緊急避難場所の開放
	（１）　町は、災害時には、必要に応じ、高齢者等避難の発令等と併せて緊急避難場所等を開放し、速やかに防災ラジオ等により開設場所を避難者に周知する。
	（２）　町は、緊急避難場所を開放したときは、開放の状況を速やかに館林行政県税事務所を経由して危機管理課、館林行政県税事務所に連絡がつかない場合は、直接危機管理課、館林警察署、館林地区消防組合等に連絡するものとする。

	２　避難所の開設
	（１）　町は、災害時に必要に応じて洪水等の危険性に十分配慮し、避難所を開設し、住民等に対し周知徹底を図るものとする。また、災害の規模に鑑み、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努めるものとする。
	（２）　町は、災害の規模や予測される避難期間等を勘案し、要配慮者の避難生活の負担を軽減するため、事前に指定又は協定を締結した施設を福祉避難所として開設する。
	（３）　町は、避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・旅館等の活用、また必要に応じて野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努めるものとする。特に、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものも含め、民間賃貸住宅、ホテル･旅館等を実質的な福祉避難所として開設するよう努めるものとする。
	（４）　町は、避難所及び福祉避難所を開設したときは、関係機関等による支援が円滑に行われるよう、開設の状況等を総合防災情報システム等により速やかに館林行政県税事務所を経由して危機管理課、館林行政県税事務所に連絡がつかない場合は、直接危機管理課、館林警察署、館林地区消防組合等に連絡するものとする。
	（５）　町は、避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとし、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討するものとする。
	（６）　町は、特定の避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努めるものとする。

	３　管理責任者の配置
	（１）　避難所管理職員の派遣
	ア　避難人員の実態把握
	イ　町本部との連絡調整
	ウ　避難所開設の記録
	エ　食料、飲料水、生活必需品等の給与
	オ　必要な設備、備品の調達
	カ　避難者のニーズの把握と町本部への伝達
	キ　避難者のプライバシーの確保（特に避難が長期化した場合）
	ク　仮設トイレの設置・管理
	ケ　避難者のメンタルヘルス及び健康管理
	コ　その他

	（２）　自主防災組織等への協力要請

	４　避難者に係る情報の把握
	５　避難者に対する情報の提供
	６　良好な生活環境の確保
	（１）　町は、次により、避難所における良好な生活環境の確保に努めるものとする。
	ア　受け入れる避難者の人数は当該避難所の受入能力に見合った人数とし、避難者数が受入能力を超える場合は、近隣の避難所と調整し適切な受入人数の確保に努める。
	イ　保健・衛生面等に注意を払い、必要に応じ避難所に救護所を設置し、又は救護班を派遣する。
	ウ　避難の長期化等により、必要に応じプライバシーの確保等に配慮する。
	エ　自主防災組織や防災士、ボランティア等の協力を得て、役割分担を確立し、秩序ある生活を保持する。
	オ　避難所における食料の確保や配食等の状況把握を行うとともに、飲料水、食料その他生活必需品の配給については、配給漏れが生じないよう、配給の日時・場所について事前に十分周知を図り、平等かつ効率的な配給に努めるものとともに、高齢者、障害者、乳幼児等要配慮者への優先的な配給にも配慮する。
	カ　安全の確保と秩序の維持を図るため必要と認めるときは、警察機関や自主防犯組織等の協力を得て防犯活動を実施する。
	キ　必要に応じ、避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努めるものとする。

	（２）　町は、各避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際、避難所における正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外部支援者等の協力が得られるよう努めるとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求めるものとする。また、町は、避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかからないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できるよ...
	（３）　避難者は、避難所の運営に積極的に参加し、自治の確立に努めるものとする。

	７　要配慮者への配慮
	８　新型コロナウイルス感染症を含む感染症への対応
	（１）　町は、避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置を講じるよう努めるものとする。
	（２）　町は、被災地において新型コロナウイルス感染症を含む感染症の発生、拡大がみられる場合は、総務課と健康介護課が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努めるものとする。また、自宅療養者等が避難所に避難する可能性を考慮し、健康介護課は、総務課に対し、避難所の運営に必要な情報を共有するものとする。

	９　男女のニーズの違い等への配慮
	（１）　避難所運営担当職員や保健師に女性を配置する。
	（２）　避難所運営体制への女性の参画を進める。
	（３）　避難所内に更衣室や授乳室等のスペースを確保する。
	（４）　プライバシーを確保するために間仕切り等を設置する。
	（５）　関係機関等と連携し、女性相談窓口を開設する。
	（６）　安全を確保するために男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等を実施する。
	（７）　女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する
	（８）　トイレ・更衣室・授乳室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置するとともに、照明を増設する。
	（９）　性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮するよう努める。
	（10）　警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。

	10　在宅避難者等への配慮
	11　避難所の早期解消

	第２　応急仮設住宅等の提供
	１　応急仮設住宅の提供
	（１）　町は、避難者の健全な住生活の早期確保のため、必要に応じ、避難者が相当期間居住することを考慮して、飲料水が得やすく、かつ、保健衛生上適切な場所を選定し、応急仮設住宅を迅速に建設し、避難所の早期解消に努めるものとする。ただし、私有地の場合には、後日問題が起こらないよう十分協議し、正式な賃貸借契約書を取りかわすものとする。
	（２）　応急仮設住宅の建設は、災害発生の日から20日以内に着工し、災害発生の日から１か月以内に完成させることを目標とする。
	（３）　町は、既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本とし、相談体制の整備、修理業者の周知等の支援による応急修理の推進、公営住宅等の既存ストックの一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の応急的な住まいを早期に確保するものとする。また、地域に十分な既存住宅ストックが存在しない場合には、建設型応急住宅を速やかに設置し、被災者の応急的な住まいを早期に確保するものとする。
	（４）　応急仮設住宅の提供に当たっては、二次災害に十分配慮し、被災者の円滑な入居の促進に努めるものとする。また、相当数の世帯が集団的に居住するときは、交通の便、教育の問題、被災者の生業の見通し等についても考慮する。

	２　応急仮設住宅の建設に必要な資機材の調達及び業者の確保
	３　応急仮設住宅の運営管理
	（１）　町は、応急仮設住宅の適切な運営管理を行うものとする。
	（２）　町は、学校の敷地にある応急仮設住宅の運営に当たっては、入居者と学校関係者の交流と相互理解を促進し、精神的な負担の軽減に努めるものとする。

	４　住宅の応急復旧活動
	５　公営住宅及び民間賃貸住宅のあっせん
	６　要配慮者への配慮

	第３　広域一時滞在
	１　県内の他の市町村への広域的な避難等
	（１）　町は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等に鑑み、県内の他市町村への広域的な避難及び指定避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合においては、当該市町村に直接協議するものとする。
	（２）　町は、（１）により協議しようとするときは、あらかじめ、その旨を県に報告するものとする。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告するものとする。
	（３）　（１）の協議を受けた市町村（以下本項目において「協議先市町村」という。）は、被災した住民を受け入れないことについて正当な理由がある場合を除き、被災した住民を受け入れるものとする。この場合において、協議先市町村は、被災した住民に対し公共施設その他の施設（以下「公共施設等」という。）を提供するものとする。
	（４）　（１）の協議を受けた協議先市町村は、当該市町村区域において被災した住民を受け入れるべき公共施設等を決定し、直ちに、その内容を当該公共施設等を管理する者等に通知するとともに、町に対し、通知するものとする。
	（５）　町は、（４）の通知を受けたときは、速やかにその内容を公示し、県に報告するものとする。
	（６）　町は、協議先市町村と協議の上、具体的な住民の避難先、避難手段等を決定し、住民に周知するとともに、迅速な避難誘導を行うものとする。
	（７）　県は、指定地方公共機関等と協力し、住民の迅速な避難を実現するため、必要な支援を町へ行うものとする。

	２　他の都道府県の市町村への広域的な避難等
	（１）　町は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等に鑑み、他の都道府県内の市町村への広域的な避難及び指定避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合においては、県に対し当該他の都道府県との協議を求めるものとする。
	（２）　県は、町から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとする。また、町の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、町からの要求を待ついとまがないと認められるときは、町の要求を待たないで、広域一時滞在のための協議を町に代わって行うものとする。
	（３）　県は、協議先都道府県からの通知（協議先都道府県から協議を受けた県外市町村が決定した被災住民を受け入れるべき公共施設等の情報に係る通知）を受けたときは、速やかに、その内容を町に通知するものとする。
	（４）　町は、（３）の通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示するものとする。
	（５）　町は、県外の協議先市町村と協議の上、具体的な住民の避難先、避難手段等を決定し、住民に周知するとともに、迅速な避難誘導を行うものとする。
	（６）　県は、指定地方公共機関等と協力し、住民の迅速な避難を実現するため、必要な支援を町へ行うものとする。

	３　広域一時滞在に係る助言

	第４　広域避難者の受入れ
	１　受入可能な避難所情報の提供
	（１）　町は、県から依頼を受けた場合、受入可能な避難所についての情報を提供する。また、避難所の所在地、受入可能な人員数等の施設に関する詳細情報についても提供する。
	（２）　町は、あらかじめ指定した避難所の中から、受入可能な施設を選定し、県に報告する。なお、選定に当たっては、安全な避難を確保できる施設を選定する。

	２　広域避難者受入総合窓口の設置
	（１）　町は、町内の避難所間の連絡調整や広域避難者の避難所への割り振り等町内の広域避難に係る総合調整を実施するため、「広域避難者受入総合窓口」を設置する。町は、広域避難者受入総合窓口を設置した場合は、速やかに県へ報告するものとする。
	（２）　町は、広域避難者受入総合窓口を設置した場合は、あらゆる広報媒体を活用して、広域避難者へ広域避難者受入総合窓口に係る情報提供を図る。
	（３）　町は、広域避難者受入総合窓口において、電話相談窓口を設置するなどし、広域避難者からの避難に係る相談等に適切に対応できるよう体制整備を図るものとする。

	３　県及び県内市町村との協力
	４　避難所開設
	５　広域避難者の受入れ
	（１）　県から受け入れた広域避難者に対し実施する救助の方針について通知を受けた町は、避難所を開設し、広域避難者受入れを実施する。
	（２）　群馬県と被災県が調整を実施する時間的余裕がない場合は、広域避難者は、開設された町の広域避難者受入総合窓口へ連絡し、群馬県及び町が調整した結果に基づき、町等の運営する避難所へと移動する。
	（３）　交通手段を持たない広域避難者の移動については、被災県又は被災市町村が手配できない場合は、必要に応じて、町においてバス等の移動手段を手配する。

	６　避難所の運営
	（１）　避難所における良好な生活環境の確保、要配慮者等への配慮及び新型コロナウイルス感染症を含む感染症への対応
	（２）　広域避難者に係る情報等の県への報告
	（３）　被災県からの情報等の避難者への提供

	７　公営住宅及び民間賃貸住宅のあっせん
	８　小中学校等における被災児童・生徒の受入れについて
	９　避難所の閉鎖


	第８節　食料・飲料水及び生活必需品等の調達、供給活動
	第１　食料・飲料水及び生活必需品等の調達、供給
	１　需要量の把握及び配分計画の樹立
	２　食料の調達
	（１）　供給を行う場合
	ア　被災者並びに災害救助及び緊急復旧作業等従事者に対し、炊出し等による供給を行う必要がある場合
	イ　災害により食料品の販売機関等が混乱し、食品の購入が困難となったため、その機関を通じない供給を行う必要がある場合

	（２）　町は、自らが備蓄しているアルファ米等を計画的に放出することとし、不足分は、次の手段により速やかに調達する。
	ア　流通業者との協定に基づく流通在庫の優先購入
	イ　製造・販売業者からの購入
	ウ　他市町村に対する応援の要請
	エ　県に対する応援の要請

	（３）　食料の調達に当たっては、生鮮食料品の確保に配慮するものとする。また、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努めるものとする。

	３　飲料水の調達
	（１）　被災者に対する応急給水は、町及び水道事業者が主体となり実施する。ただし、水道施設の被災等により、自ら給水できない場合又は自らの給水量で不足する場合は、他の水道事業者に給水車等の応援を要請する。なお、確保する最少給水量は、１人１日３リットル程度とする。
	（２）　町は、被災地に近接する浄水場等の水道施設から給水し、応急給水を実施する。
	（３）　町は、自らが備蓄している飲料水を放出することとし、不足分は次の手段により速やかに調達するものとする。
	ア　流通業者との協定に基づく流通在庫の優先供給
	イ　製造・販売業者からの購入
	ウ　他市町村に対する応援要請
	エ　県に対する応援要請


	４　生活必需品等の調達
	（１）　生活必需品等の供給対象者は、災害によって住家被害等により日常生活に欠くことのできない生活必需品等を喪失又は棄損し、これらの物資を直ちに入手できない状態にあるものとする。
	（２）　町は、自ら備蓄している生活必需品を放出することとし、不足分は、次の手段により速やかに調達するものとする。
	ア　流通業者との協定に基づく流通在庫の優先購入
	イ　製造・販売業者からの購入
	ウ　他市町村に対する応援の要請
	エ　県に対する応援の要請
	オ　義援物資の募集

	（３）　町による生活必需品の供給は、被災者の生活を一時的に安定させることを目的とするため、調達すべき物品は、生活必需品のうち衣料、寝具等被災者の当面の生活に欠くことのできない物品とする。

	５　県による主体的供給
	６　燃料の供給
	７　物資の配給
	（１）　配給初期は非調理食料でやむを得ないが、その後速やかに炊出しによる米飯を配給できるように努める。
	（２）　平等かつ効率的な配給に努めるものとし、特に避難者と在宅者避難者等とを隔てることのないように配慮する。
	（３）　配給漏れが生じないよう、配給の日時・場所について事前に十分周知を図る。また、周知に当たっては、外国語も使用するなど外国人にも配慮する。
	（４）　要配慮者への優先的な配給に努める。



	第９節　保健衛生、防疫、遺体の処置等に関する活動
	第１　保健衛生活動
	１　被災者の健康状態の把握
	（１）　町は、被災者の心身の健康状態の把握等のために避難所や被災家庭に医師、看護師、歯科医師、歯科衛生士、保健師、精神保健福祉士、管理栄養士等又は保健医療活動チームを派遣する巡回健康相談などを実施するものとする。
	（２）　町は、巡回健康相談等に従事する者又は保健医療活動チームが不足する場合は、原則として、館林保健福祉事務所を通じて、県に応援を要請するものとする。
	（３）　健康相談等の実施に当たっては、高齢者、障害者、乳幼児等要配慮者の心身双方の健康状態に特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設等への入所、ホームヘルパーの派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ＮＰＯ・ボランティア等の協力を得て実施するものとする。
	（４）　町は、避難所において、受診できる医療機関及び調剤薬局並びに受診方法等についての情報提供を行うものとする。

	２　避難所等の環境整備
	（１）　衣類、寝具の清潔の保持
	（２）　身体の清潔の保持
	（３）　室温、換気等の環境
	（４）　睡眠、休養の確保
	（５）　居室、便所等の清潔
	（６）　プライバシーの保護

	３　し尿の適正処理
	（１）　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、下水道、し尿処理施設等の応急復旧に努めるとともに、人員及び収集運搬車両を確保して、し尿の円滑な収集・運搬に努めるものとする。
	（２）　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、下水道、し尿処理施設等の被害状況を把握し、必要に応じ、水洗トイレの使用を制限するとともに、建設用資機材のレンタル業者等から仮設トイレやマンホールトイレを調達し、避難所又は住宅密集地等に設置するものとする。
	（３）　町は、仮設トイレの管理に当たっては、必要な消毒剤を散布し、良好な衛生状態の保持に努めるものとする。
	（４）　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、し尿処理施設の処理能力以上の排出量が見込まれる場合は、早急に県に応援を要請するものとし、県は近隣市町村又は隣接県等へ処理の応援要請を行うものとする。
	（５）　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、倒壊家屋、焼失家屋等の汲取り式便槽のし尿については、被災地における防疫上、収集可能になった日からできる限り早急に収集処理を行うこととする。

	４　ごみ（災害廃棄物）の適正処理
	（１）　被害状況調査・把握
	ア　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、速やかな被害状況の把握のため、調査地区、調査対象施設・設備及び調査者を明確にする体制を整備するものとする。
	イ　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、廃棄物処理施設等の被害状況報告を早急にとりまとめ、東部環境事務所へ連絡する体制を整備するものとする。

	（２）　ごみ処理対策
	ア　町は、各地域別の被災状況を速やかに把握しごみの排出量を推計するとともに、ごみ処理施設の臨時点検等による処理能力を確認の上、ごみの収集、運搬、処分の対策を樹立するものとする。
	イ　町は、収集場所、収集日、分別排出等のごみ収集方法について、住民に対して速やかに必要な情報を広報するものとする。
	ウ　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、ごみ処理施設の処理能力以上の排出量が見込まれる場合は、早急に県に応援を要請するものとし、県は近隣市町村又は隣接県等へ処理の応援要請を行うものとする。
	エ　町は、地区住民が道路上に廃棄物を出し交通の妨げとならないよう周知するとともに道路上の障害物により通常の収集ができない地区については、臨時収集場所を指定し搬入等の協力を求めるものとする。また、上記地区に対しては、適当なごみ袋等を配布するものとする。
	オ　町は、館林衛生施設組合と調整を行い、生ごみ等腐敗性の大きい廃棄物については、被災地における防疫上できる限り早急に収集運搬が行われるようその体制の確立を図るものとする。
	カ　損壊家屋のがれきや焼失家屋の焼け残りについては、原則として被災者自ら町が指定する収集場所に搬入することが望ましいが、被災者自ら搬入することが困難な場合及び道路等に散在し緊急的に処理する必要がある場合は町が収集処理を行うものとする。
	キ　災害時には災害廃棄物が大量に出されるが、一時期の処理場への大量搬入は、その処理が困難となる場合や交通の確保が困難で処理場への搬入ができない場合等が考えられる。そのため町は必要により生活環境や環境保全上支障のない場所で暫定的に積み置きできる場所を確保するとともに、保管に当たっては良好な衛生状態の保持に努めるものとする。


	５　災害時における動物の管理等

	第２　防疫活動
	１　町は、平常時から住民に対し、感染症対策の指導を行うとともに、県の指示等を受けて次の防疫活動を実施する。
	（１）　感染症の病原体に汚染された場所の消毒（感染症法第27条）
	ア　感染症の患者がいる場所又はいた場所
	イ　感染症により死亡した者の死体がある場所又はあった場所
	ウ　感染症の病原体に汚染された場所又は汚染された疑いのある場所

	（２）　ねずみ族、昆虫等の駆除（感染症法第28条）
	ア　感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがあるねずみ族
	イ　昆虫等が存在する区域

	（３）　物件に係る措置（感染症法第29条）
	ア　消毒にあっては、消毒薬、熱水消毒、煮沸消毒等により行うこと。
	イ　廃棄にあっては、消毒、下記に規定する滅菌その他の感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するために必要な処理をした後に行うこと。
	ウ　物件措置としての滅菌にあっては、高圧蒸気滅菌、乾燥滅菌、火炎滅菌、化学滅菌、ろ過滅菌等により行うこと。

	（４）　生活の用に供される水の使用制限等（感染症法第31条）
	（５）　避難所の防疫指導等
	（６）　臨時予防接種の実施（予防接種法第６条）
	（７）　住民に対する衛生の保持に関する指導及び広報等の活動

	２　町は、防疫薬剤等を確保するとともに、防疫活動の円滑な実施を図るため、町内関係業者から防疫薬剤を調達するものとする。また、不足する場合には、県に防疫薬剤の調達のあっせんを要請するものとする。
	３　町は、自らの防疫活動が十分ではないと認められるときは、県に協力を要請する。
	４　町は、その他、県の指示等により、感染症法の規定に基づく必要な措置を講ずる。

	第３　障害物の除去
	１　実施主体
	（１）　道路などの障害物の除去は、町が実施するものとする。ただし、町で対処できないときは、他市町村又は県にこれの実施又は必要な要員、資機材の応援を要請する。
	（２）　障害物が河川にある場合は、河川の維持管理者がそれぞれ必要に応じ除去するものとする。
	（３）　家屋等障害物の除去は、原則的に所有者及び管理者が実施するが、町は、要配慮者の世帯等について必要に応じ近隣住民、自主防災組織等に対して地域ぐるみの除去作業の協力を呼びかける。

	２　実施方法

	第４　行方不明者の捜索及び遺体の処置
	１　行方不明者の捜索
	（１）　行方不明者に関する相談窓口の設置
	（２）　捜索活動
	（３）　捜索の依頼

	２　遺体の収容
	３　身元の確認
	４　遺体の安置
	（１）　葬祭業者の協力を得て、必要な数量の棺を調達する。
	（２）　遺体の腐敗を防止するため、ドライアイス等必要な資材を確保する。
	（３）　遺体に洗浄、縫合、消毒等の処置を施し、納棺する。
	（４）　遺体処置表及び遺留品処理表を作成の上、「氏名札」を棺に添付する。

	５　遺体の引渡し
	６　遺体の埋火葬
	（１）　町長は、遺体について親族等の引取り手がない場合又は遺族等が埋火葬を行うことが困難な場合、応急措置として火葬又は埋葬を行う。
	（２）　火葬は、館林市斎場（住所：館林市苗木町2487電話：0276-72-1742）へ搬送して火葬を行う。
	（３）　町は、遺体の損傷等により、正規の手続きを経ていると公衆衛生上問題が生じると認められるときは、手続きの特例的な取扱いについて、県を通じて厚生労働省に協議するものとする。
	（４）　町は、遺体の数が多数に上り、又は埋火葬施設の被災等により、町の埋火葬能力では対応しきれないときは、県に応援を要請するものとし、県は、他市町村又は隣接県の応援を求めるなどの広域的な調整を行うものとする。



	第10節　被災者等への的確な情報伝達活動
	第１　広報・広聴活動
	１　広報活動
	（１）　町は、住民等の安全を確保するため、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に広報する。
	（２）　広報の内容
	（３）　広報媒体
	（４）　災害用伝言ダイヤル等の活用

	２　広聴活動
	（１）　窓口の設置
	（２）　安否情報の提供

	３　報道機関への情報提供及び代表取材の要請


	第11節　施設、設備の応急復旧活動
	第１　施設、設備の応急復旧
	１　迅速な応急復旧の実施
	（１）　町及び町内の施設・設備等の管理者は、発災後直ちに、専門技術をもつ人材等を活用して、それぞれの所管する施設、設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把握し、二次災害の防止、被災者の生活確保を最優先に、ライフライン及び公共施設の応急復旧を速やかに行うものとする。
	（２）　町は、情報収集で得た航空写真、画像、地図情報等について、ライフライン施設等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努めるものとする。
	（３）　建築物等への被害があり、有害物質の漏えい及びアスベストの飛散が懸念される場合は、町、事業者又は建築物等の所有者は、有害物質の漏えい及びアスベストの飛散を防止するため、施設の点検、応急措置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行うものとする。
	（４）　ライフライン施設の速やかな応急復旧を図るため、関係する町、県、省庁、ライフライン事業者等は、合同会議、調整会議等における対応方針等に基づき、必要に応じて、現地のライフライン事業者の事業所等で実動部隊の詳細な調整を行うため、現地作業調整会議を開催するものとする。


	第２　公共土木施設の応急復旧
	１　迅速な応急復旧の実施
	２　重要施設の優先復旧
	３　関係業界団体に対する協力の要請

	第３　電力施設の応急復旧
	１　迅速な応急復旧の実施
	２　重要施設の優先復旧
	（１）　医療機関、避難所、官公庁等応急対策の実施において重要度の高い箇所
	（２）　各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所

	３　電力関係機関相互間の応援
	４　送電再開時の安全確認
	５　広報活動

	第４　ガス施設の応急復旧
	１　迅速な応急復旧の実施
	２　重要施設の優先復旧
	（１）　医療機関、避難所、官公庁等応急対策の実施において重要度の高い箇所
	（２）　各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所

	３　代替設備の活用
	４　ガス関係機関相互間の応援
	５　供給再開時の安全確認
	６　広報活動

	第５　上下水道施設の応急復旧
	１　迅速な応急復旧の実施
	（１）　町及び水道事業者は、災害発生後速やかに上下水道施設の被害状況を把握し、必要な応急措置を施し、応急復旧計画を策定する。
	（２）　町は、災害の発生時において、公共下水道等の構造等を勘案して、速やかに、公共下水道の巡視を行い、損傷その他の異常があることを把握したときは、可搬式排水ポンプ又は仮設消毒池の設置、その他の公共下水道等の機能を維持するために必要な応急措置を講ずるものとする。
	（３）　町及び水道事業者は、水道施設の被害状況に応じ、指定給水装置工事事業者等の協力を得て、速やかな応急復旧工事の実施に努める。

	２　重要施設の優先復旧
	（１）　医療機関、避難所、官公庁等応急対策の実施において重要度の高い箇所
	（２）　各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所

	３　代用設備の活用
	４　水道関係機関相互間の応援
	５　広報活動

	第６　電気通信設備の応急復旧
	１　迅速な応急復旧の実施
	２　重要施設の優先復旧
	（１）　医療機関、避難所、官公庁等応急対策の実施において重要度の高い箇所
	（２）　各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所

	３　代替設備・代替サービスの提供
	（１）　避難所等への災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置
	（２）　避難所又は防災拠点等への携帯電話又は衛星携帯電話の貸出し
	（３）　「災害用伝言ダイヤル171」、「災害用伝言板（web171）」及び各携帯電話会社等の「災害用伝言板」の提供

	４　電気通信関係機関相互間の応援
	５　広報活動


	第12節　自発的支援の受入れ
	第１　ボランティアの受入れ
	１　災害時におけるボランティア活動の種類
	２　受入窓口の開設
	３　ボランティアニーズの把握
	４　ボランティアの受入れ
	５　ボランティア活動の支援
	（１）　ボランティアが円滑に受入れられるよう、広報、内部通知等により、ボランティア活動の内容を被災者、町職員等に周知する。
	（２）　必要に応じて活動拠点、資機材、宿舎等の提供又はあっせんに努める。

	６　ボランティアによる町災害ボランティアセンター等の運営

	第２　義援物資・義援金の受入れ
	１　義援物資の受入れ
	（１）　義援物資の受入れ要否の判断
	（２）　需要の把握
	（３）　受入機関の決定
	（４）　集積場所の確保
	（５）　受入物資の仕分け
	（６）　受入物資の配分
	（７）　ボランティア及び民間事業者等の活用
	（８）　小口・混載の義援物資
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	（２）　「募集・配分委員会」の設置
	（３）　募集の広報
	（４）　義援金の配分
	ア　義援金募集・配分委員会は、十分協議して配分額を定めるものとする。
	イ　義援金の配分については、配分方法を工夫するなどして、できる限り迅速な配分に努めるものとする。
	ウ　義援金の被災者への支給は、町が行うものとする。




	第13節　要配慮者対策
	第１　要配慮者の災害応急対策
	１　要配慮者対策
	（１）　災害に対する警戒
	ア　町は、気象に係わる注意報又は警報等が発表されたときには、河川管理者等と連絡を密にとり、河川水位等の防災情報を積極的に収集する。
	イ　町長は、今後の気象予測及び河川水位情報から総合的に判断して、避難指示等の発令を行う。特に高齢者等避難は、要配慮者が避難行動を開始するための情報であるため、避難時間等の必要な時間を把握して発令する必要がある。
	ウ　町は、避難指示等が、確実に要配慮者に伝達できるよう様々な手段や方法を講じるものとする。
	エ　町は、必要に応じ、災害危険区域に立地している要配慮者利用施設の管理者に対し、防災気象情報や避難指示等を直接伝達するものとする。

	（２）　避難
	ア　避難行動要支援者の避難において、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を避難支援等の実施に必要な限度で避難支援等関係者やその他の者に提供するなど効果的に利用し、避難行動要支援者の避難の遅れや途中での事故が生じないよう、地域住民、自主防災組織、消防機関、警察機関等の協力を得て、介助及び安全確保に努める。
	イ　避難所における要配慮者の負担を軽減するため、避難が予想される期間などを勘案し、福祉避難所の開設を行う。福祉避難所を開設した場合は、対象となる要配慮者に対し、速やかに周知する。福祉避難所においては、要配慮者の避難生活の負担軽減を図るため、食料品、飲料水の生活必需用品及び車椅子、おむつ等の物資の調達や手話通訳者、外国語通訳者、医師、看護職等の人材の派遣を迅速に行う。一般の避難所においても、要配慮者の避難生活が不自由にならないよう、福祉避難所と同様に、これらの手配を迅速に行うものとする。また、物資や...
	ウ　避難所での生活に不自由をきたし、健康の保持が困難な要配慮者については、要配慮者利用施設への緊急入所を管理者に要請する。また、適当な入所先が確保できないときは、県に対し、入所先のあっせんを要請するものとする。
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	エ　自身の安全を確保しながら自施設周辺の河川の増水の兆候等を監視する。

	（３）　避難
	ア　避難誘導に必要な人員が不足する場合は、地域住民、自主防災組織、町、消防機関、警察機関等に応援を要請する。
	イ　入（通）所者が施設にとり残されたとき又は避難の途中で負傷したときは、施設の職員により救出・救助に努め、必要に応じ、地域住民、自主防災組織、消防機関、警察機関等に応援を要請する。
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	ウ　町及び県は、イの要請を受けたときは、相互に連携し、あっせんに努めるものとする。
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	ア　水害等により水稲の改植の必要が生じたときは、町内で可能な限り余剰苗の確保の徹底を図るものとする。苗の確保が困難な場合は、県に供給のあっせんを要請する。
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	（２）　病害虫防除対策
	ア　防除の指示及び実施
	イ　防除の指導要請
	ウ　農薬の確保
	エ　防除機具の確保
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	イ　防疫班及び消毒班の派遣を要請し、防疫対策に努める。
	ウ　獣医師を派遣又はあっせんする。
	エ　病畜を発見したときは、飼養者に対し隔離等を指導する。
	オ　死亡家畜については、飼養者に対し、死亡獣畜取扱場等で焼却又は埋却するよう指導する。

	（３）　環境汚染の防止


	第２　学校の災害応急対策
	１　気象状況の把握
	２　学校施設の安全性の点検
	３　災害発生時の応急措置
	（１）　児童・生徒への対応
	ア　登校前の措置
	イ　授業開始後の措置
	ａ　児童・生徒の在校時に校舎等が被災した場合又は被災するおそれのある場合は、災害の状況に応じ、児童生徒を安全な場所に移動させる。
	ｂ　傷病者が発生したときは、保護者に連絡するとともに応急措置を施し、速やかに医療機関へ搬送する。
	ｃ　児童・生徒を下校させる場合は、通学路の安全性を点検の上、必要に応じ集団下校、教職員の引率、保護者による送迎等を行う。

	ウ　校内保護
	エ　その他

	（２）　避難措置
	ア　実施責任者は、学校管理者とする。
	イ　避難順序は、秩序正しく非常出入口に近いところから低学年を最初に避難させる。その際、教職員等を必ず付けて誘導する。
	ウ　学校管理者は、避難誘導の状況を逐次町教育委員会に報告し、又は町災害対策本部に通報するなどして保護者に通報する。
	エ　学校管理者は、災害時の職務の担当、避難の指示の方法、具体的な避難の場所、経路、誘導の方法等について計画を立て、明らかにしておく。
	オ　その他児童・生徒の避難計画は、本章第１節第２「避難誘導」及び第７節第１「緊急避難場所の開放及び避難所の開設・運営」に準じて実施するものとする。

	（３）　健康管理
	ア　学校においては、保健衛生に十分注意し、建物内外の清掃、飲料水の浄化及び伝染病等の予防の万全を期する。
	イ　被災児童・生徒の心の相談等が必要な場合には、保健室等において養護教諭等によるカウンセリングを実施する。
	ウ　浸水被害を受けた学校については、教室、給食施設、トイレなど防疫上必要な箇所の消毒を早急に実施する。

	（４）　危険防止措置
	ア　理科室、実験室、保健室等に保管している化学薬品、器具等について、速やかに安全確認を行う。
	イ　学校の周辺及び通学路等が被害を受け、危険箇所が発生したときは、校長は、その危険防止について適切な指導を行い、その徹底を図る。
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	（２）　授業が長期にわたり不可能のときは、学校と保護者との連絡方法、組織（通学班、子供会等）、家庭学習等の整備工夫をする。
	（３）　応急授業に当たっては、被災児童の負担にならないよう配慮するとともに、授業の方法、児童・生徒の保健、危険防止等に留意する。
	（４）　代替教員の確保
	ア　町教育委員会は、災害により教育職員に欠員を生じ、学校内の操作をしてもなお学級担任を欠き、又は教科指導等が困難な場合は、県教育委員会に要請して、教育職員を補充する。
	イ　補充に当たっては、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条による臨時的任用とする。
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	ア　学校施設の管理運営及び学校教育に必要な授業用資材、学習用品その他応急物品の確保を図るとともに、必要に応じて学校等に配布するものとする。
	イ　町は、教科書を滅失又はき損した児童・生徒に対し、県及び教科書供給業者と協力して教科書を支給する措置を講ずるものとする。
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	（２）　学校が避難所として使用される場合、給食施設は被災者向けの炊出し施設として利用される場合があるので、学校管理者は、学校給食と被災者向けの炊出しとの調整に留意するものとする。
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	（２）　傷病者が発生したときは、家族等関係者に連絡するとともに応急措置を施し、速やかに医療機関へ搬送する。
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	第４　労働力の確保
	１　求人の申込み
	２　労働者の確保及び紹介
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	（２）　県全体の区域内の住家滅失世帯数が1,500世帯以上であって、本町の区域の住家滅失世帯数が20世帯以上に達するとき。
	（３）　県全体の区域内の住家滅失世帯数が7,000世帯以上である場合又は災害が隔絶した地域に発生したものである等被災者の保護を著しく困難とする特別の事情がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失したとき。
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	第６　動物愛護
	１　町は、避難所等における家庭動物の状況等の情報を、県が設置する動物救護本部に情報の提供をする。
	２　家庭動物の所有者は、飼養困難な事情等により直ちに引き取ることが困難な場合にあっても、長期にわたり放置することのないよう、適切な対応に努めることとする。



	第３章　災害復旧・復興
	第１節　復旧・復興の基本方向の決定
	第１　基本方向の決定
	第２　住民の参加
	第３　県等に対する協力の要請

	第２節　原状復旧
	第１　被災施設の復旧等
	１　町は、あらかじめ定めた物資、資材の調達計画及び人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、迅速かつ円滑に被災施設の復旧事業を行い、又は支援するものとする。
	２　町は、被災施設の復旧に当たっては、原状復旧を基本にしつつも、再度災害防止等の観点から、可能な限り改良復旧等を行うものとする。
	３　町は、著しく異常かつ激甚な災害が発生し、国において緊急災害対策本部が設置された災害（以下「特定大規模災害」という。）等を受けた場合、町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、実施に高度な技術又は機械力を要する工事で町長に代わって県が行うことが適当であると考えられるときは、町又は町長に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、県へ要請を行う。
	４　町は、町長が管理する道路の災害復旧事業に関する工事について、町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、実施に高度な技術又は機械力を要する工事で町長に代わって国（国土交通省）が行うことが適当であると考えられるときは、町長に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、国（国土交通省）へ要請を行う。
	５　町は、町が管理する指定区間外の国道、県道又は自らが管理する道路と交通上密接である市町村道について、町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、実施に高度な技術又は機械力を要する工事で町長に代わって県が行うことが適当であると考えられるときは、町に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、県へ要請を行う。
	６　ライフライン、交通輸送等の関係機関は、復旧に当たり、可能な限り地区別の復旧予定時期の目安を明示するものとする。
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	１　大規模な災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な障害が生じた災害においては、町は、自らが決定した復興の基本方向に基づき、具体的な復興計画を作成するものとする。
	２　町の復興計画においては、市街地の復興、産業の復興及び生活の復興に関する計画を定めるとともに、その事業手法、財源確保、推進体制に関する事項について定めるものとする。
	３　町は復興計画の作成に当たっては、計画策定の過程において、女性の参画を進めるとともに、復興計画に障害者、高齢者等の要配慮者など多様な住民の意見を反映するよう努める。
	４　町は、必要に応じ、大規模災害からの復興に関する法律を活用し、国の復興基本方針等に即して復興計画を作成し、同計画に基づき市街地開発事業、土地改良事業等を実施することにより、特定大規模災害により、土地利用の状況が相当程度変化した地域等における円滑かつ迅速な復興を図るものとする。
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